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論文内容の要旨
平均寿命の延長により、本邦の高齢化は，~.速に進んでいる c また、これに伴~'...寝たきりや痴呆などに
より、支援や介護を必要とする高齢者が急増している。このような社会的背景をふまえ、本論文では、高
齢者の自立牛J苫に必要な身体機能水準を設定することに加え、様々な高齢者を対象とした運動訓練方法を
試作しその効史を検討することを同的とした。
第 1.章において、本研究の概要および目的について述べた。第日章では、在宅にて白立したH常生活を
送っている高齢者を対象に文部科学省の設定した新体力テスト、生活体力およびY衡機能の測定を実施し、
60歳代、 70歳代の標準値を設定した。第田章第l節では、老人保健施設に入所中の要介護高齢者を対象
に第 i章と同様の測定を実!泡した。その結果、要介謹高齢者のH常牛.活の指導には、筋力および平衡機能
の訓練だけでえよく精神両への対応が重襲である ζとが示唆された。第2節で、は、老人保健施設入所者を対
象に転倒調併を実施したc その結果、 1年間に転倒を経験した者の割合は14.0%であった。また、転倒経験
者の-11.1%が複数同の転倒を経験していた。したがって、高齢者でも特に転倒経験者には、重点的な転倒子
防の対策の立案と指導の必要性が不された。第W章では、高齢者のfE宅での自立生活に必要な身体機能水
準について、新体力テスト、牛ー活体力および1円歩行数の多方面からの評価を行い、ロジスティック凶帰
分析および判別分析の千法を用いて検討した。その結果、高齢者の白立には、年齢補正しても揖力、 Kraus-
Weber te乱、手腕作業能力および 1]:j $:・行数の4項目が関勺ーしており、握力はlG.1kε以上、 kraus-W cber 
test は20.4以上、手腕作業能力は50.'1秒以下、 1日参行数は1.542歩以1:がその維持同棟、値として設定された。
また、自立群と非自立群を判別する点は、長座体前回が5.8cm、開眼片足立ちが35.2秒、 10m障害物歩行が
14.fi秒、 6分間歩行が3o3.0m、ファンクショナル・ 1)ーチが23.1cm、起居能力が15.0秒、身辺作業能力が
Hi.7秒であった。これら、高齢者が打.宅での同社生活に必要な身体機能;J<準の設定は、身体機能低下の程度
の把握や運動訓練の目標設定およびフィードパ目y クなどにも応用できるロJ能性がボ唆された。第V章では、
在宅高齢者の女性を対象に運動の習慣化をねらいとした12週間の運動訓練を実施した。その結果、高齢期
での定期的な運動は、身体組成、身体機能に加えてQOL指標に影響を及ぼすと考えられ、ずf.宅高齢者の自
立活動を保つための健康づくり対策の]つになる可能性が示された。第羽章では、半衡機能の改善に主眼
を置いたバランス訓練プログラムを試作し、要介護高齢者を対象に10週間にわたって実施した。その結果、
宇衡機能、下肢筋力および姿勢調整能力の改善を導き、転倒予防につながる可能性がポされた。本プログ
ラムは、障害を持つ高齢者に対しても自立活動の維持、改善のための簡単で安全な、また自宅でも続ける
ことが可能なプログラムとして実用化でき、高齢者の転倒予防に対する具体的対応策として利用できる可
能'附が示唆された。
以上より、本研究の成果は、今後さらに急増することが予測される高齢者の袋支援、要介護状態の軽減、
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寝たきり状態の予防のための具体的対応策の一助として貢献でき、高齢者の口立活動に関する今後の研究
の基礎資料になり得ると考えられる。
論文審査の結果の要旨
わが国では、平l勾当命の延長によって、世界でも例をみない速さで高綿化が進んでいる。加齢に伴う身
体機能の低下は、 H常生活活動の低下につながり、さらに身体機能の低ドが進んだり障害が加わると、在
宅看護が必要になり、老人保健施設などへの入所が余儀なくされる。従って、高齢者でも身体機能を一定
の水準以上に維持することは、健康的な日常牛.活を維持するために不可欠な条件の一つであり、社会的・
経済的にも有用になってくる。このような社会的背景をふまえ、本論文は高齢者の白立生活に必要な身体
機能ノk市の設定をおこなったこと、さらに障害をもっ高齢者にあった新しい訓棟方法を試作しその効果を
判定したことに特徴がある。
まず、在宅にて自立した円常生活を送っている高齢者の身体機能の評価として、文部科学省の設定した
高齢者向けの新体力テスト、生活体力、歩行能力および平衡機能を測定し、 60歳代、 70歳代の標準簡を作
成した。これらのデータは今後種々の障害をもっ高齢者を評価する際の基準値として利用できる。
さらに、老人保健施設に入所中の要介護高齢者を非自立群として、在宅高齢者の自立群と比較L、高齢
者の4拘存色年J
面カか苫らの言詳主手F価を加え、ロジスティ γ ク凶帰分析および判別分析の手法ーを用いて検討した。その結果、高齢
者の自立には、年齢補正しても握力、 Krau~-Weber tesl、手腕作業能力および1日歩行数の 4項目が関与
しており、握力は16.1kg以上、 Kraus-Webertest は20.1以七、手腕作業能力は50.4秒以下、 1日歩行数は
4，542歩以上をその維持目標値として設定した。また、自立群と非白立群を判別する点は、長j七体前屈が
5.8c.;m、開眼片足立ちが35.2秒、 10m障害物歩行が14.!:i秒、 6分間歩行が8o3.Um、ファンクショナル・りー
チが23.7cm、起屑能力が15.0秒、身辺作業能力が16.7秒であることを設定した。これらの高齢者が在宅での
自立生活に必要な身体機能水準の設定は、今後の高齢者の身体機能の程度の把握や日常の運動指導の目標
値として、またリハビリテーションの設定相として、さらに実践的指導での効果判定の指標として活用で
きるなどの臨床的な意義が認められる。
一方、老人保健施設の入所者の調査では、 1年聞に転倒を経験した割合は14.0土6.7%であり、その44.1
%が控数同の転倒を経験していたこと、また老人保健施設に入所中の要介護高齢者の歩行能力は、平衡機
能および下肢の身体機能と関連していたことより、本論文では新たなトレーニング方法として、バランス
訓練のプログラムを試作し、要介護高齢者を対象にその訓練効果を検討した。その結果、平衡機能、下肢
筋力および姿勢調整能力の改善を認め、転倒予防につながる可能性をぶした。著者が考案したバランス訓
練は、障害を持つ高齢者に対しても自寸.活動の維持・改善のための簡単で安全な、また自宅や老人保健施
設でも続けることが可能な方法として実用化でき、高齢者の転倒予防に対する具体的対応策として利用す
ることができる可能性を示した。
以上より、本研究の成果は、急増することが予測されている高齢者の要介護状態の軽減、寝たきり状態
の予防のための具体的方策の一助として貢献することができ、今後の高齢者の自立活動に関する研究の基
備資料になると期待できる。
よって、本論文は博士(学術)の学位が授号されるに値するものと判定した。
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